（介護予防）小規模多機能型居宅介護事業　提出書類一覧【新規申請用】
	
	提　出　書　類
	備　　　考

	１　共通事項
	· 提出書類一覧（この用紙）
	□ 欄にチェックを入れ添付のこと

	
	· 指定申請書（別紙様式第二号（一））
	

	
	· 付表第二号（六）
	

	　２　登記事項証明書又は条例等
	· 登記事項全部証明書
	いずれかの資料で提出すること。

・法務局登記印の原本。直近の内容を表示したもの（概ね申請日３カ月以内のものが望ましい）
・登記情報提供サービスを活用し申請した資料
（「照会番号」及び「発行年月日」が分かるものの資料）

	３　事業所・施設の建物の構造・専用区画等
	· 事業所の平面図 （参考様式１）
· 建物の全体図

· 建物の構造概要（参考様式４）
· 事業所の設備等に係る一覧表（参考様式５）
· 事業所の写真（Ａ４サイズの台紙に貼付又は印刷し、設備の名称を記入すること）
	・平面図で居間、食堂、台所、宿泊室、浴室、非常口、その他サービス提供に利用している区画とその面積を確認できるようにしておくこと
・写真：事業所の外観及び内部の様子（指定に係る部分）、設備の概要がわかるもの

	　４　事業所の管理者の氏名、住所
及び経歴等
	· 管理者の経歴書（参考様式３－２）
	・認知症の介護経験が３年以上であることが分かるように記載すること

	　５　運営規程
	· 運営規程（参考様式６）
記載内容　□　事業の目的及び運営の方針

□　従業者の職種、員数及び職務の内容
□　営業日及び営業時間

□　登録定員、通いサービス定員、宿泊サービス定員

□　サービス内容及び利用料その他費用の額
□　通常の事業実施区域

□　サービス利用にあたっての留意事項
□　緊急時等における対応方法

□　非常災害対策
□　虐待の防止のための措置に関する事項

□　その他運営に対する重要事項
	・記載内容欄にチェックを入れ、すべて記載があるか確認すること

	　６　利用契約書
	· 利用契約書
	

	　７　重要事項説明書
	· 重要事項説明書
	・運営規程の内容と相違がないか確認のこと

	　８　個人情報使用について
	· 個人情報使用同意書
	

	　９　利用者からの苦情を処理するために講ずる措置の概要
	· 利用者からの苦情を処理するために講ずる措置の概要 

（参考様式７）
	

	　10　従業者の勤務の体制及び　
勤務形態
	· 従業者の勤務体制 及び 勤務形態一覧表
（参考様式２－２）
	・勤務形態一覧表は書式に沿って作成すること
　　※事業開始予定日から一月分

	11　従業者の資格状況を証する書面
	· 従業者の資格証の写し
· 代表者、管理者及び計画作成担当者に必要な各研修修了証書の写し
	・原本証明は原則として不要


	12　介護支援専門員の氏名、

　　登録番号
	□　氏名及び登録番号（８桁）を記載した書面（参考様式12－１）
	

	　13　地域密着型介護サービス費・介護予防サービス費の請求に関する事項
	· 介護給付費算定に係る体制等に関する届出書

· 給付費算定に係る体制等状況表

· その他必要な添付書類
	・加算を取得しない場合は提出不要

・添付が必要な書類については体制等状況表に　　記載あり

	14　開設場所の権原について
	· 開設場所（土地、建物等）の権原を記した書面
	

	15　協力医療機関（病院）

協力歯科医療機関
	· 契約書等の写し
	

	　16　介護老人福祉施設、介護老人　保健施設、病院等との連携・　支援体制
	· 契約書等の写し
	

	17　欠格要件に該当しないことを誓約する書面
	· 誓約書（参考様式10又は　参考様式11） 
	・日付を記載すること

	18　地域住民との連携
	· 運営推進会議の参加者一覧表（参考様式14)
	

	19　他法令等の届出
	· 他法令等に関する確認書（参考様式28）
	・提出等を実施した項目にチェックを入れて提出すること

	20　手数料
	【地域密着型サービス】　　　【地域密着型介護予防サービス】

新規：20,000円　　　　　　　新規：15,000円
	・指定申請書受理後、介護保険課より送付された納付書にて納付


※下記にご記入をお願いします。
【　担当者　】（所属、氏名、電話番号を記入）
〔　　　　　　　　　　　　　　　　〕
【　納付書送付先　】
· 法人　
· その他（事業所名・住所を記入）
〔　　　　　　　　　　　　　　　　〕
【　指定通知書送付先　】
□　法人
□　その他（事業所名・住所を記入）
〔　　　　　　　　　　　　　　　　〕
